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日本銀行総裁
黒田 東彦

転換点を迎えて

― 日本経済団体連合会審議員会における講演 ―
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雇用環境と収益環境

失業率 経常利益

（注）経常利益は、金融業・保険業を除く。
（資料）総務省、財務省

1



消費者物価
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（注）消費税率引き上げの直接的な影響を調整（試算値）。
消費者物価指数（総合除く生鮮食品・エネルギー）は、日本銀行調査統計局算出。

（資料）総務省

図表２
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（注）1. 東大日次物価指数は、後方7日間平均。
2. 上昇・下落品目比率は前年比上昇・下落した品目の割合（除く生鮮食品）。消費税率引き上げの直接的な影響を

調整（試算値）。
（資料）東大日次物価指数プロジェクト、一橋大学経済研究所経済社会リスク研究機構、総務省

価格改定の動き

東大・一橋物価指数 上昇・下落品目比率
（消費者物価指数）

図表３
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消費者物価

物価と名目所得

名目所得
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（注）消費税率引き上げの直接的な影響を調整（試算値）。
（資料）総務省、内閣府

図表４

99

100

101

102

103

104

105

106

107

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

総合（除く生鮮食品・エネルギー）

（季節調整済、2013/1Q＝100）

年

「量的・質的金融

緩和」導入

（2013/4月）

460

470

480

490

500

510

520

530

540

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

名目ＧＮＩ（国民総所得）

名目ＧＤＰ

（季節調整済年率換算、兆円）

年

「量的・質的金融

緩和」導入

（2013/4月）

ＧＮＩ（国民総所得）

実質所得と名目所得

雇用者報酬

5

（注）1.消費者物価指数は、消費税率引き上げの直接的な影響を調整（試算値）。
2.実質雇用者報酬は、消費者物価指数（総合除く生鮮食品・エネルギー）を用いて実質化した試算値。

（資料）総務省、内閣府
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米国の大恐慌期

名目ＧＤＰ

6（資料）米国労働省労働統計局、米国商務省経済分析局

図表６

消費者物価

デレバレッジ
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日本、米国、英国 ドイツ、フランス、イタリア

（資料）ＢＩＳ

図表７

80

100

120

140

160

180

200

220

240

90 95 00 05 10 15

日本

米国

英国

（民間非金融部門の負債、対名目ＧＤＰ比率、％）

年
40

60

80

100

120

140

160

180

200

90 95 00 05 10 15

ドイツ

フランス

イタリア

（民間非金融部門の負債、対名目ＧＤＰ比率、％）

年



-1

0

1

2

3

4

5

6

71 76 81 86 91 96 01 06 11

ドイツ

フランス

イタリア

（前年比、％）

年 14
-1

0

1

2

3

4

5

6

71 76 81 86 91 96 01 06 11

日本

米国

英国

（前年比、％）

年 14

労働生産性
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日本、米国、英国 ドイツ、フランス、イタリア

（注）労働時間当たり実質ＧＤＰ（前年比）のトレンド。ＨＰフィルターにより抽出。
（資料）ＯＥＣＤ
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図表９

（注）労働力人口、労働力率の2015年は、1～10月の値。
（資料）総務省、国立社会保障・人口問題研究所
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